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§１．研究開発実施体制 
 
【研究開発代表者グループ・共同研究グループ】 
（１）「東大農学系」グループ（東京大学大学院農学生命科学研究科） 
①研究開発代表者：妹尾 啓史 （東京大学大学院農学生命科学研究科、教授） 
②研究項目：鉄還元菌窒素固定菌の増強要因解析 
 

（２）「東大理学系」グループ（東京大学理学系研究科） 
①主たる共同研究者：小暮 敏博 （東京大学大学院理学系研究科、教授） 
②研究項目：土壌中の鉄の性状解析 
 

（３）「産総研」グループ（産業技術総合研究所） 
①主たる共同研究者：伊藤 英臣 （産業技術総合研究所生命工学領域、主任研究員） 
②研究項目：鉄還元窒素固定菌の性状解析 
 

（４）「新潟農総研」グループ（新潟県農業総合研究所） 
①主たる共同研究者：大峽 広智 （新潟県農業総合研究所基盤研究部、主任研究員） 
②研究項目：低肥料バイオマス生産の圃場での実証 
 

【その他の研究参画機関】 
（１）「ＪＦＥスチール」グループ（ＪＦＥスチール株式会社） 
 
§２．研究開発成果の概要 
本課題の目的は、我々が近年発見した「鉄還元菌による窒素固定」という新規な土壌微生物機

能に基づく土壌窒素供給力向上を考案し、低肥料バイオマス生産技術の開発を行うことであり、

「Ⅰ．水田土壌の鉄還元菌窒素固定を増強する技術の基盤研究」および「Ⅱ. 鉄資材を利用した

低肥料バイオマス生産技術の圃場での実証」を軸としている。I.では、水田土壌から単離した鉄還

元菌の窒素固定遺伝子情報を解析し、各地の水田土壌における鉄還元窒素固定菌の分布と優

占を明らかにした。また、水田土壌において鉄還元菌窒素固定活性増強に大きく関わることを明ら

かにした低結晶性鉄鉱物のより詳細解析を進めた。さらに、鉄還元菌が水田土壌に添加された稲

わら由来の炭素を取り込む主要な微生物であることを明らかにし、稲わら施用の重要性を示した。

また、鉄還元菌窒素固定活性を高める稲の品種およびその原因遺伝子について解析している。こ

れらにより、鉄還元菌窒素固定を増強するための「鉄還元菌の性質」「理想的な鉄資材の性質」

「稲わら（炭素源）の効果」「イネの要因」を解明する。Ⅱ.では、土壌への鉄資材の施用による鉄還

元菌窒素固定増強と窒素施肥量を減らしたバイオマス生産技術を圃場で評価・実証を行っている。

これまでに、長岡市及び十日町市の圃場において、窒素慣行施用区と無窒素施用区を設置し、そ



 3 

れぞれに鉄資材施用区と無施用区を設置した。その圃場でイネを栽培し、イネの生育量、収量、

窒素吸収量を調査した。その結果、鉄資材の施用で生育量や窒素吸収量、収量が向上する効果

が見られ、無窒素施用による減収が回復した。これら鉄の効果は数年間継続している。また、鉄資

材の施用により土壌からのメタン排出が削減された。 
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